
施設だより

- 1 -

PF NEWS Vol. 24 No. 1  MAY, 2006

フォトンファクトリー新執行部
発足にあたって

放射光科学研究施設長　若槻壮市

　　2006年 4月 1日から放射光科
学研究施設（PF）の施設長の役目を
おおせつかりました。PF新執行部発
足にあたり今後の方針につきまして
ご説明させていただきたいと思いま
す。PFは日本初の大型放射光施設と
して長い歴史を持ち，国際的にも放
射光科学分野において多大な貢献を
してきました。SPring-8稼動後も，
PFリングの低エミッタンス化や直線部増強，PF-ARリン
グの高度化等を行うことで，ユーザー数を保ち，PFを
使った成果として Natureや Scienceなどのインパクトフ
ァクターの高いジャーナルを含め，年間約 500報の論文
が発表されています。とは言うものの，SPring-8のさら
なる高度化，理化学研究所播磨研究所，Stanford大学の
SLAC，DESYらによるＸ線自由電子レーザー（X-FEL）の
開 発，PETRA-III，Diamond，Soleil，SLS，Elettra， 上 海
放射光などの先端的第三世代放射光施設の建設など放射光
分野の進歩は急速で，PFは今放射光施設として大きな岐
路に立っているといえます。今年度発足した新執行部はこ
のような状況を踏まえ，PFが将来にわたって放射光コミ
ュニティーとともに成長していけるよう，新機軸を立ち上
げていくことを念頭において活動を開始しました。

（１）長期目標
まず第一に，光科学を高エネ機構つくばキャンパスの

サイエンスの 2本柱のひとつとすることを PFの長期目標
とします。物質構造科学研究所（物構研）は，1997年の
改組で設置され，2004年には高エネ機構全体が大学共同
利用機関法人として法人化され，放射光，中性子，ミュオン，
低速陽電子をプローブとして大学共同利用を支援するとと
もに独自の研究も展開する研究所となりました。日本原子
力開発研究機構と共同で東海村に建設している J-PARCが
完成すると物構研の持つ施設のうちの 2つがつくばキャン
パスを離れ東海村に移ることになります。そこで物構研で
は放射光による光科学を，高エネ機構つくばキャンパスに
おいて高エネルギー物理学とともにサイエンスの 2つの柱
の一つとすることを長期目標として掲げたいと考えます。

（２）放射光将来計画
　そのための最も重要な点は，PFとして確固たる魅力的
な将来計画を掲げ，その実現に向けて邁進することだと認
識しています。昨年夏以来，PFの次期光源としてエネル

ギー回収型ライナック（ERL）ベースの新リング計画の推
進を検討していますが，新年度に入り高エネ機構内に PF

の河田洋教授を推進室長とした ERL計画推進室が立ち上
がり，加速器研究施設，日本原子力開発研究機構との共同
体制を整えつつあります。また，放射光学会においても先
端的リング型光源計画検討特別委員会において X-FELと
ならんでわが国が推進すべき次世代放射光についての議論
が行われており，ERLの可能性についても活発に検討さ
れています。新執行部としては，ERL計画推進をプライ
オリティーの一つとし，後に述べます Areas of Excellence

の選択，また，それとあわせて行うグループ化においても
PF将来計画へ結びつけるという観点から処々の施策を推
進していきます。

（３）PF，PF － ARでの研究成果創出
（3-1）現在の施設を最大限に使うサイエンスの展開
　2005年に終えた PF 2.5 GeVリングの直線部増強後，そ
れを最大限に生かすビームラインの増強計画を進めていま
す。その第一陣がミニポールアンジュレータを用いたタン
パク質結晶構造解析ビームライン BL-17Aです。続いて，
今年の夏のシャットダウン時に二本目のミニポールアン
ジュレーターを BL-3に導入し構造物性ビームラインの強
化を図ります。また，アンジュレータ自体は以前のものを
使っていますが，BL-28は光学系，実験系を更新し，既に
PEEM等で重要な成果が挙げられています。また，PF-AR

リングにおいても，2001年の NW2A，2003年の NW12A

の建設に続いて，ERATO腰原プロジェクトによる時分割
実験ビームライン NW14Aが新規アンジュレータービーム
ラインとして稼動を始めました。さらに，北海道大学の朝
倉教授グループと共同で XAFSビームライン NW10Aが 4

月に公開されました。
　今後は，さらに PF，PF-ARの両放射光リングを最大
限に利用するための方策をユーザーの方々と議論しなが
ら，直近，中期計画を策定したいと考えています。ここ
で，まず重要となるのは，PFとして 5ないし 10の Areas 

of Excellenceを決定し，ビームラインの整理と強化，グル
ープ化を行う際の指針とすることです。その背景として，
PFでは PFリングに 59の，PF-ARリングに 10の実験ス
テーションを持って共同利用を行っていますが，スタッ
フ数に比べて圧倒的にステーションの数が多いため世界的
な競争力に乏しいものも見受けられるという状況がありま
す。一つの直線部に異なった分野のステーションが複数混
在し，タイムシェアリングを余儀なくされることで，ビー
ムライン全体の運用効率が必ずしも良くない例も見受けら
れます。このような状況を打開するには，今後 PFが伸ば
していくべき重点分野，現在の放射光コミュニティーや
社会のニーズに PFとして応えるべき分野等を 5ないし 10

選び，ビームラインを専用化・高度化していくことが重要
と考えます。そのためには現在稼働中の 69の実験ステー
ションについてそのパーフォーマンスを正確に評価した上
で PF全体の中期計画，スクラップアンドビルド計画を建
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て，プライオリティーを決めていくことが必要となります。
その際忘れてならないのは，直線部増強計画によってでき
た短直線部や，長さを増した直線部を最大限に利用するこ
とと，コヒーレンス，パルス性，ナノビームなど次期放射
光計画において重要となるファクターを見据えて，Areas 

of Excellenceを選ぶことだと考えます。

（3-2）グループ制の確立とＰＦ懇談会ユーザーグループ
　これらの新しい展開を図る上で，やはりスタッフ一人一
人が単独で一つの分野を背負って立つのには無理があり，
やはり，Areas of Excellenceに呼応した形でグループがで
きていなくてはならないでしょう。それに従ってビームラ
インを整理，専用化し，特に新しく展開する分野について
は，それに対応して PF懇談会の中にも新しくユーザーグ
ループを作っていただき，一緒に活動していただくことで，
施設内の新グループとの相乗効果が期待できると考えま
す。さらに，グループ化の促進により，共同利用において
も効率化が図れるので，内部スタッフのインハウス研究（技
術開発，方法論開発も含めて）を推進しやすい体制が取れ
ます。

（3-3）共同利用支援体制の強化
例えば，レーザー科学と放射光の融合を新しく Areas 

of Excellenceとしてグループを立ち上げる場合を想定する
と，PF懇談会の中でも推進母体はないところから始めな
くてはならないので，新規ユーザーの開拓についてもかな
りの工夫が必要になります。また，現在のシステムでパワ
ーユーザーがビームラインを建設もしくは高度化する時の
システムは S1や S2課題申請ですが，大学や研究所がビ
ームライン建設からコミットするようなケースについては
「専用ビームライン」制度をしっかりと確立する必要があ
ります。このように，パワーユーザー制度と新規ユーザー
開拓の強化という点から課題申請方式や契約，協定書など
について前向きな見直しを行っていく予定です。
さらに，これらの施策を進める上で，機構全体での共同

利用支援（ユーザーズオフィス）の強化，宿舎の近代化，さ
らには産学連携支援体制の確立などが重要になってきます。

（3-4）PF 外部との共同研究体制の推進
さらに，中期目標としては，物構研内における他のプ

ローブ，中性子，ミュオン，陽電子を組み合わせることで
初めて可能となるサイエンスの展開は今後ますます重要と
なります。物構研では，構造生物学研究センターとならん
で，構造物性研究センターを設置することを検討していま
すが，これらのセンターが複数のプローブを使った，いわ
ば，横断的なサイエンスの展開の場となることを望みます。
また，アウトステーション計画が検討されている東京大学
以外にも，近隣の大学，研究所との連携を強化することで，
研究テーマの重点化，大学院生の確保，競争的資金，ひい
ては専用ビームラインにまで発展していけるようなサポー
トを行いたいと考えています。

（４）外部資金・競争的資金獲得戦略
（4-1）PF 懇談会との連携
　PFの運営予算は昨今の国の財政状況の逼迫に伴い，非
常に厳しい状況が今後も続くことが予想されます。その中
で PFがより活発に活動していくために，外部からの研究
資金の獲得をこれまで以上に推進して参ります。まず，外
部資金の獲得戦略として，内部スタッフ，特に若手研究者
が科研費等へ積極的に研究申請を出すことをこれまで以上
に奨励していきます。また，JSTその他の大型研究資金獲
得のできるリーダー養成も視野にいれ，グループ化を進め
るとともに，PFのユーザーの皆様，特に PF懇談会ととも
に大型外部資金を得るための新しいネットワークつくりを
指向していきたいと思います。特に PF内の新しいグルー
プ化で 5ないし 10の Areas of Excellenceを選択する過程，
PF懇談会のユーザーグループ（現在は 21）を新しく作る，
もしくは再編する時にうまく連動するのが良いと考えてい
ます。新年度に PF懇談会会長に就任された村上洋一東北
大学教授も，この点について PF懇談会と PFとでうまく
連携できるよう希望されているとお聞きしています。具体
的には，PF懇談会もしくはユーザーグループとの研究申
請をネットワーク形成の核とし，それを活用して，研究プ
ロジェクト発案のためのブレインストーミング，申請書作
成，ヒヤリング時の発表練習のためのドリル等の場を設け
ていきたいと思います。

（4-2）東京大学放射光アウトステーションへの積極的取り
組み
　その一つの取り組みとして東京大学の放射光アウトス
テーション計画があります。東京大学では VUV/SX高輝
度光源計画の中止を受け，既存の放射光施設を利用して
東京大学独自の放射光科学を展開するために物質科学と
生命科学の分野でそれぞれ数本のビームラインを建設する
計画を始めています。2006年 5月 1日付けで，総長直属
の機関として「放射光科学連携研究機構」を発足させ，物
質科学部門と生命科学部門の 2部門を設立する予定で準備
が進められています。物質科学部門では VUV/SXを中心
に SPring-8，PFで長直線部に長いアンジュレーターを導
入し時間構造・コヒーレンスを利用した最先端の分光研究
や，光触媒，半導体量子ドット，磁性ドット，磁性半導体，
LSI 用ナノ薄膜，超分子などの結晶構造と電子構造の解明
を通してナノテクノロジー研究の展開を図ります。生命科
学の分野では SPring-8では高エネルギーＸ線マイクロフ
ォーカスを用いた膜タンパク質複合体などのチャレンジン
グなサイエンスの展開，PFではミニポールアンジュレー
タの一次光を用いた低エネルギー SAD法や微小結晶構造
解析を目指しています。きびしい財政状況の中，競争的外
部資金をどのくらい獲得できるかがキーポイントとなりま
すが，計画段階から PFとしては積極的に参加していきた
いと考えています。
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（4-3）出口の見える産学連携
　PFはかなり以前から産業利用ビームラインを設け産学
連携を支援させていただいてきましたが，SPring-8が稼動
を始めてからはかなりの部分がそちらに移動し，その他の
ＰＦにおける産業利用としては XAFS等を利用した材料・
化学分野と創薬を目指したタンパク質構造解析が広く利用
されています。特に構造生物学分野では，PF-AR NW12A

や BL-5Aの建設によりデータ収集の効率と精度が格段に
進歩し，製薬会社や食品関係の会社によって積極的に利用
されています。これらのビームラインでは 4時間のビーム
タイムを 1ユニットとし，会社によっては一回の訪問で 2

ないし 3ユニットを使って数十のデータセットを収集する
サイクルを 2週間ごとに繰り返すといったペースで利用さ
れる例もあります。また，2006年 4月には 8社と「つく
ば構造生物産学利用推進共同体」を結成しました。ここで
は，2005年 11月 25日に改訂した高エネ機構の産業利用
のための施設利用要項に基づいた施設利用を行うだけでな
く，広く最先端の技術を共有，情報交換できる体制，内外
の構造解析ソフトウェア会社との契約などの受け皿となる
ことを目指しています。この推進共同体は新規会員会社の
参入が随時できるようにフレキシブルな体制をとり，PFの
構造生物学産学連携の活性化を図ります。　新たな外部資金
によるビームラインについては，前述の東京大学放射光ア
ウトステーションのような専用ビームラインを受け入れる
体制を確立し，協定書等の締結が敏速に行えるようにしま
す。その応用例としては新たに企業ビームラインを建設で
きる体制作りも進めています。また，東大と類似した提案
として北大触媒セの連携融合予算要求があります。

（５）施設内の組織
　法人化後，大学法人，大学共同利用機関法人を取り巻く
環境が年々難しくなっていくなかで，PFが上記プロジェ
クトを積極的に進め，将来への展望へ結びつけ行くには，
組織をより強化していく必要があります。

（5-1）透明性のある組織，競争力のあるグループ体制の確立
放射光施設での研究には二つの側面があります。スモ

ールサイエンスとして，一人の研究者が長期的な研究テー
マを暖めながら，じっくりと腰を落ち着けて行う研究と，
チームで協力しながら，施設整備，共同研究を展開する方
法です。これまで，PFでは歴史的な経緯からスタッフ一
人が数本の実験ステーションを担当し，結果として各自が
それぞれのサイエンスを展開するのでチーム編成が比較的
難しいとされてきました。実際，過去に何度が試みられた
グループ化は一部を除いて必ずしもうまく機能していると
は言い難い状況です。
今回，新たにグループ化を導入する上で，各グループ

の性格と規模を決める際の重要なファクターとなりえるの
は，サイエンスによる切り口，次期放射光計画において展
開するサイエンス，放射光の波長による分類，などが考え
られます。いずれの場合でもなるべくクリティカルマスを

超えた組織を作る必要があります。また，人事に関するイ
ニシアティブ，予算，共同利用，研究指導などにおいて，
グループリーダーおよびサブグループリーダーの責任，権
限，義務を明確するが必須と考えます。
さらに，グループ化で重要なのは，相互理解の得られ

る業績評価システムを確立することです。これは，評価の
ための評価ではなく，お互いを向上させるためのものでな
くてはなりません。従って，評価結果については，評価す
る側とされる側双方が納得のいく評価結果を文章として残
し，双方が納得したという記録を残す必要があります。さ
らに，評価結果や，評価方法について問題が解決しなかっ
た場合の調停策としてイギリスのN＋ 2システムを導入す
る予定です。これは，グループメンバーが直属の上司であ
るグループリーダーの評価について不満もしくは問題があ
るとした場合，その一つ上のレベル，この場合で言えば研
究主幹，もしくはその上のレベルとの個別の会談を設ける
ものです。このような制度を設けると，グループリーダー
の力不足によるグループ体制の問題などが比較的早く問題
として認識されその解決策を講じるための貴重なトリガー
となりえます。
　この方式に従えば，グループリーダーや，主幹，施設長
も同じようなシステムで評価を受けることが可能になりま
す。また，PF内外から若手をグループリーダーなど責任の
あるポストに抜擢することで，将来のマネジメント要員と
してのトレーニングを行うことができると考えています。

（5-2）キャリアパスの確立と人事の流動化
内部昇格のシステムの確立（技術開発・共同利用と先導的
利用研究のバランス）

PFの大学共同利用機関法人としての使命は，全国の大
学等の研究者が放射光科学研究を行えるよう施設を整備
し，最適な実験環境を提供することです。そのための技術
開発や共同利用の支援は本来スタッフ全員で行うべきもの
ですが，そのために必要な業務は，加速器，光源，光学機器，
実験装置，放射線安全，化学安全，実験課題審査，ビーム
タイムの割り振り等，実に多岐にわたり，スタッフの一人
ひとりがこれら全てに関わりながら，かつ，自らの研究を
展開していく事は，並大抵ではありません。一つの解決法
は，グループ化により，クリティカルマスを超える規模の
グループが作ることで，グループ全体で共同利用支援を分
担することです。その場合でも，スタッフ各自が同じ割合
で個人の研究と共同利用支援を行うわけには行かず，グル
ープ内でもおのずと専門化が必要です。共同利用，技術開
発を主とするスタッフは，大学共同利用機関としての放射
光施設の運営，将来への発展にとって極めて重要です。施
設としてはこれらの人々が，自覚を持って仕事に携われる
環境，スタッフのキャリアパスを整える必要があります。
そのための重要な一方法として共同利用支援，技術開発を
主要なタスクとする職については，施設が責任を持って大
学共同利用を行えるために内部昇格システムを導入したい
と考えています。もちろん，その場合でも，評価基準の明
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確化と公平な人事手続きが重要なことは言うまでもありま
せん。
また，人事の流動化を進めるため，ユーザーの方々の

ご協力を得ながら，積極的に PF外の良いポストを探し，
内部スタッフへ紹介したり，逆に PF外部の優秀な人材に
PFに移っていただく積極的な運動を行うつもりです。こ
れは執行部だけの問題ではなく，やはり，しっかりしたグ
ループ制を確立することで，グループリーダーも率先して
人事流動化に責任を持って対処していく心構えを持つこと
が期待されます。

（６）外部評価
　去る 3月 13－ 15日に行った PF外部評価委員会では，
国際的にも放射光科学で重要な立場におられる先生方 10

人（国内 5人，国外 5人）に PFにお越しいただき，緊張
感あふれ，かつ活発な議論が行われる場となりました。詳
細については関連記事をご参照ください。評価委員会で
も議論いたしましたが，PFのような大規模な放射光施設
では，年に一度ないし二度定期的に集まる国際的なアドヴ
ァイザリー委員会（International Science Advisory Committee, 

ISAC）を持っていることが極めて重要であるという意見
をいただきました。私が以前所属していた ESRF（ヨーロ
ッパ放射光研究所）でも半年に一度 SACを開き，公開で
サイエンスの議論を行うとともに，スタッフとしてアドヴ
ァイザーから意見を聞くことで，大変な励みにもなってい
ました。ISACの度に大掛かりなことをしようとすると「評
価疲れ」になってしまう恐れもありますが，定期化するこ
とで，年中行事としてうまく取り込めるようにしたいと思
います。今後，上記の戦略プランを計画，実行していく上で，
ISACにより国際的な観点から意見，アドヴァイスをいた
だけることは，PFにとって非常に重要かつ有意義ではな
いかと考えます。3月の外部評価委員長の K. O. Hodgson

教授からは，そのときの他の外国人メンバーも含めて，海
外の研究者は PFの ISACに喜んで協力してくれるでしょ
うというコメントをいただいています。
　物構研の運営会議や PF懇談会との関係，連携をしっか
りと定義することも重要と思います。また，ISACによる
PF全体の評価に加えて，サブコミッティーとして，専門
家による 2～ 3本のビームライン，研究グループやセンタ
ーの集中的外部評価を並行して行いたいと考えています。
通常 ISACサブコミッティーは ISACから一人がメンバー
として加わり，ISACとほぼ同時期，または ISACの直前
に行い，ISACへフィードバックできるようにしたいと思
います。

（７）戦略的アクションプランとタイムテーブル
戦略的アクションプランの作成（直線部増強ビームラ

イン建設，スクラップアンドビルド，次期光源，グループ
化）を作成するに当たっては次の各段階を経て行うことを
考えています。
① PF内部での検討，② PF懇談会　幹事会，③各ユー

ザーグループ，④ PF懇談会運営委員会，⑤物構研運営
会議，⑥ ISAC

　この過程には約 6ヶ月を要する見通しなので，2006年
10月までには戦略的アクションプランを作成し，実行可
能なものについては，すぐに実施するように努力をいたし
ます。また，⑤物構研運営会議については，その下に放射
光ワーキンググループを新たに設け，そこで詳細な議論を
行ったうえで運営会議に諮る方向で準備を進めることにし
ています。
ビームラインのスクラップアンドビルドやグループに

ついては，上記のサイクルを 2回ないし 3回，十分時間を
かけて行う必要があるかもしれませんが，その場合でも，
議論の積み重ねに留意し，各段階からのフィードバックを
行っていきます。
また，特に，前年度からの継続プロジェクトや緊急を

要する一部のビームラインについては，このサイクルを待
たずに実行に移す必要があり，残念ながら，上記プロセス
を待っている時間がありません。これらについては，PF

内部，PF懇談会幹事会，関連のコミュニティーとの議論
を早急に行い，PF-PACの研究計画検討部会で議論をいた
だいた上で，計画を進めて行きたいと考えています。

　新 PF執行部発足にあたり，現状についての把握と今後
の施設運営についての考え方について述べさせていただき
ました。物構研では所長，副所長，施設長，各系主幹が一
つの執行部チームとして機能できるような体制を整えてい
ます。PFにおいては，施設長と第一，第二研究系と光源
系主幹が力を合わせて以上の課題に取り組んでいく所存で
す。放射光科学研究施設ユーザーの方々からのご意見，ご
指導をいただきながら，前進していきたいと思いますので，
よろしくお願い申し上げます。
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物構研所長退任にあたって

小間　篤

　2003年 4月に物構研の所長に任ぜられ，この 3月に任
期満了で退任しました。機構の法人化をまたいだこの 3

年間は，物構研にとっても，J-PARCにおける中性子な
らびにミュオン施設の建設，PF次期光源計画の検討と推
進など，取り組むべき課題の多い 3年間でしたが，皆様
のご支援ご協力により，何とか任期を終えることができ
ました。あらためて，御礼申し上げます。
私の着任の少し前から，東京大学，東北大学，高エネ

ルギー加速器研究機構が協力して，VUV-SX光源を東京大
学の柏地区に建設することが合意され，文部科学省と計画
推進のための話し合いが進んでいました。この状況を踏ま
え，着任した最初の年は，つくば地区での建設の可能性を
含め，その実現に最大限の努力を致しました。しかし，国
の厳しい財政環境の下で，短時間の間に予算が認められる
可能性は遠のき，上記の三者の合意に基づく VUV-SX光
源の建設は断念せざるを得なくなりました。一方，PF 2.5 

GeVが建設後既に 25年近く経っていることを考えれば，
PFの次期光源計画については，早急に実現する必要性は
高く，次期光源計画の実現はまた，PFメンバーの意欲を
高め，研究のアクティビティを上げるためにも不可欠であ
ると認識して，2004年 4月以降，PFメンバーならびに PF

ユーザの方々に，次期光源が満たすべき性能，ならびに
それを実現するための光源の方式等について，精力的に議
論をしていただきました。その結果，ERL が PFの次期光
源として適当であるとの結論をいただきました。ERLは，
空間コヒーレンシーが高い，短時間のパルス光がリング全
周で得られる点で，現在世界各国で稼働を開始しようとし
ている放射光源より更に上の性能を有しており，また将来
の発展性も期待できる点で，PFの後継機として最適の候
補と思われます。エネルギー回収動作の実証や高電流低エ
ミッタンスの電子源の開発など，未だ解決されていない課
題が残されていますが，加速エネルギー 200 MeV 程度の
実証実験機の建設に早急に着手して課題の解決を図ること
により，J-PARCの第 1期の建設がほぼ終了する 2008年以
降のなるべく早い時期には，建設に着手する事も可能にな
ると予想しています。もちろん，放射光源の将来に関する
日本全体での合意と，財政当局の理解が不可欠であること
は言うまでもありませんが，その実現を強く望んでいます。
上述のような経緯で，東京大学で旗振りをしていた時

から数えれば数年間進めて来た次期光源計画の実現を果た
すことができなかったのは，私としては大変心残りです。
またこの間さまざまなお立場からご支援いただいてきた皆
様には，ご期待に添える結果を出すことができず申し訳な
く思っています。次期所長の下で，実現に踏み出していた
だけたらと思います。
大学共同利用機関は，「学術研究の拠点として，大規模

な施設設備等を全国の大学等の多数の研究者が共同で利用

することにより，効果的な共同研究を実施する」機関とし
て，KEKの前身である高エネルギー物理学研究所をその
第 1号として設置されたものです。平成 16年度より国立
大学は法人化されましたが，各国立大学法人のリソースは
法人自身のアクティビティを上げるために利用することが
原則となったために，法人間にまたがる共同利用施設の運
営については，物構研のような大学共同利用機関の責任が
ますます増す状況になっています。GDPに対する高等教
育，学術研究に充てる予算が主要先進国の中で最も少ない
日本で，高い水準の学術研究を維持できてきたのは，基盤
経費（校費）の確保と大学共同利用のような先端研究イン
フラの整備に依るところが大きいと考えますが，物構研と
しては，J-PARCの中性子，ミュオン施設も含め，今後と
も大学共同利用の実を上げることに努力を続ける必要があ
ると思います。
大学共同利用の業務に努力が求められる一方，物構研

メンバーには，学術研究の拠点として優れた研究成果を挙
げる努力も要求されています。一人の人間が，この両方に
応えることは容易ではありません。したがって，物構研メ
ンバーには，大学共同利用業務と研究推進業務のどちらに
力点を置くのか，役割分担をすることが必要ではないでし
ょうか。役割分担制の導入に当たっては，どちらかを選択
すると不利になるようではいけないので，大学共同利用業
務を選択した場合には，その業務活動に対して評価し，研
究推進業務を選択した場合には，発表論文等，研究成果の
アクティビティに対し評価する仕組みを取り入れる必要が
あると思います。
物構研は，放射光，中性子，ミュオン，それに陽電子と，

加速器を利用したさまざまな粒子線をプローブとして，物
質構造の研究を進める特徴ある研究所です。これらの粒子
線を利用して得られる知見は，相補的な点が多く，同じ試
料について複数のプローブを適用すれば，極めて有用な知
見を得られる可能性を持っています。そのため最近では，
放射光あるいは中性子など単一のプローブしか持っていな
い諸外国の研究機関が，自分たちが持たない他の研究機関
と強い連携を持とうと努力しているのが実情です。複数の
プローブを有する物構研は，その利点を最大限生かしたア
クティビティを目指すべきかと思います。
以上退任にあたり，任期中に果たし得なかったことも

含め，とりとめのないことを書きました。物構研並びに
PFのますますのご発展をお祈りしています。
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物構研の展開

物質構造科学研究所長　下村　理

　物構研は今年度大きな転換期を迎
えようとしている。ひとつは，原子
力機構と共同で東海地区に建設を進
めている J-PARCの本格化に伴い，
陽子加速器（PS）が 3月 31日で完
全に停止したことである。これによ
り，ミュオンと中性子は 2年後の利
用を目指して全面的に建設に取り掛
かることになった。一方，放射光は
以前から検討を進めてきた ERLベースの次世代光源計画
について，加速器施設および原子力機構と共同で開発す
ることが決まり，4月から機構内に ERL計画推進室が設
置された。また，既存施設の高度化として進めてきた直
線部の増強がリングとしては完成し，具体的にビームラ
イン建設を待つ状況になってきた。3点とも研究所とし
ては大きく前進するステップとなる喜ばしい事柄である
が，それぞれを実現するために多くのハードルがあるこ
とも事実である。このハードルを越えていく努力が今の
物構研には求められている。
　物構研としての J-PARCの問題点は，まず予算の緊縮
と人員の不足である。加速器ベースの施設での予算の見
直しは常であるが，最近の財政事情とあいまって，エン
ドの部分であるミュオンと中性子の装置建設はかなり厳
しい状況にある。また，それらの建設についても非常に
少ない人員で行わなければならない。外部研究機関，研
究者との連携強化が必須である。これらの状況を打破す
るには，まず機構内での理解が必要であり，さらに利用
者の熱意を集約し，それに基づいて国への要請を行わな
ければならない。施設者，利用者，国のそれぞれの立場
と責任の明確化が求められる。懸案事項としては，利用
時期になった時の運営体制の確立，特に新しい共同利用
方式の提案もある。また，東海地区での活動拠点の確保
も緊急事項である。一方で，物構研と J-PARCセンター
との整合性についても検討を要する。
　放射光に関しては，将来計画の推進と既存施設の高度
化が二本柱である。
　将来計画としては，PF（放射光科学研究施設）として
の検討がまずあるべきであり，昨年夏に行われた PF次
期光源検討委員会で，ERLを基本とした施設が適当であ
るとの結論を得ているので，その具体化を進める。機構
として認知され，4月から発足した ERL計画推進室の最
初のミッションは 300 MeV級のプロトタイプの試作であ
る。また，このような計画はオールジャパンとして検討
することが必須であり，そのためには学会等からの認知
が求められる。日本放射光学会では昨年 10月から「先
端的リング型光源計画特別委員会」を発足させ，わが国
に必要な次世代リング型光源についての検討を行い，年

内に答申が予定されている。この特別委員会に対して，
PFは既に行ってきている検討をもとにイニシアティブ
をとっていくことが肝要である。また，さらに関連学
会にも必要性を訴えていく努力もいる。さらに肝心なの
は，新たな放射光施設がわが国に必要であることが社会
から認知されることである。学会などでその必要性が認
められたとしても，それは専門家集団の仲間内のことと
して扱われるであろうし，少し遠いところから見たら，
SPring-8の高度化と XFELの建設開始という時期にさら
に新しい放射光施設が必要であるというのはなかなか認
めがたいところのように見えてしまうかもしれない。そ
のためには，新たな放射光源の必要性について従来とは
異なった切り口から説明できないといけないであろう。
ERLの実現性にはまだ克服すべき課題が多いとされてお
り，ERLベースの施設建設には 5年程度の猶予がいるの
ではないかと想定されている。一方，この計画を実現す
るには 4年後に策定されるであろう第 4次科学技術基本
計画に取り上げられることが肝要である。
　現在稼動を続けている PF, PF-ARについては，その性能
を最大限使い切る努力が続けられてきている。直線部増強
を中心とした高度化計画はその一環で，リングについては
昨年度で終了した。しかし，ビームライン建設については
これからの課題で，そのための予算的措置はかなり厳しい
ものがある。そのため概算要求だけにとどまらず外部資金
の獲得のための積極的な動きが必要であり，外部研究機関
との連携がとりわけ重要である。東大アウトステーション
計画との連携はそのもっとも身近な例であり，積極的に取
り組みたい。　
現在稼動している実験ステーションの数は 70近くにも

なり，それを維持するスタッフと予算の枠でまかなえる数
を大幅に超えていることは以前から指摘されている。今年
3月に行われた PFの外部評価においてもこの点は指摘さ
れ，半分程度にするべきであるという思い切った提言がな
されている。現有の人員，予算で実験ステーションを効率
的に運用し，PFとして最大の成果を得るためにはどのよ
うなビームライン構成とステーションの配置が適当である
かについては，研究分野ごとの評価に基づいた整理が不可
欠である。この点については利用者との充分な話し合いを
行う必要がある。 
成果創出のためのもうひとつの重要な観点は利用方法

の見直しである。これまでも，S型課題，協力ビームライ
ンなど新たな取り組みが行われてきているが，この段階で
もう一度見直して，課題の短期的・長期的な重点化を図る
必要がある。その段階で，PFのような施設が本来的に持
つ基礎的研究と，産業利用に代表されるような社会的ニー
ズに対応する応用的研究のバランスがより明示的に求めら
れている時代であることを意識する必要がある。これらの
点についても，ユーザーとのより密接な協力関係なしに
は成立し得ないことである。別の見方をすると，PFの初
期の目的であった，より多くの研究者に放射光を理解して
もらう時期から，放射光が社会の幅広い分野で不可欠な装
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置であることを認識してもらうような成果創出に重点を置
く時期に移っていることを，利用者側も施設側も意識する
ことが必要である。そのため，施設側としてはスタッフの
顔が見える組織を目指していく。デパートからモールへの
転換期であるといえる。このような運用の考え方は現状の
PF，PF-ARのためだけではなく，次世代光源の利用法模
索の一環とも考えられるものである。また，物構研として
は，PSがシャットダウンし，中性子，ミュオンの成果は
海外施設でしか上げられない状況では，放射光の成果を前
面に出さないといけない状況であることも強く意識する必
要がある。
　これらのハードルを越えて新しい計画を推進していくた
め，施設側としては最大限の努力をはらう所存であるが，
それを利用する研究者の声が最も重要なことであるので，
今後一層のご支援をお願いする次第である。

Photon Factory Renaissance
　　　　PF 懇談会会長　村上洋一（東北大・理学研究科）

　雨宮慶幸前会長からバトンを受け
取り，2年間，PF懇談会会長を務め
させて頂くことになりました。どう
ぞよろしくお願い致します。PFニ
ュースのページをお借りして，PF

ユーザー及び PFスタッフの皆様に
簡単にご挨拶を申し上げたいと思い
ます。
　本 PFニュースに若槻壮市新施設
長が書かれていますように，PFは今大きく変わり始めよ
うとしています。PFリングの直線部増強と PF-ARリング
のビームライン整備を終え，これらを最大限に利用した画
期的研究成果を生み出そうとしています。また将来計画と
して，エネルギー回収型ライナック（ERL）という新リン
グ計画に照準を合わせ，その実現ための確実なロードマッ
プが策定されつつあります。そして，光科学を高エネ機構
の大きな柱にして，世界に向かって PFの存在価値を強く
アピールしていこうとしています。まさに，PFルネサン
スの息吹をひしひしと感じることができます。
　さて，このような大きな変化の中にあって，PF懇談会
はどのような役割を果たしていけばよいのでしょうか。
我々ユーザーと PFの目的は共通しており，端的に言う
と「放射光を利用した質の高い科学的研究成果を数多く生
み出すこと」であります。この目的を達成するためには，
PFと PFユーザーの絶妙な連携が必要となります。昨今の
厳しい財政事情では，以前のように新しいビームラインの
建設を PF単独で行っていただけることが困難な状況にな
りつつあることは明らかです。直線部増強を活かし，世界
的な競争力を持ちうるビームラインを一定のスピードで建
設していくことは，現在計画として極めて重要です。PF

と PFユーザーの協力により大型外部資金を得て，これを
実現していくことが強く望まれています。その際，外部
資金調達可能なパワーユーザーのネットワーク作りなど，
PF懇談会が大切な役割を担うことは可能であろうと考え
ています。
　一方，PFと PFユーザーの間には，一定の緊張感が存在
することも事実です。特に，PFに大きな変化が起こると
きには，この緊張感が高まります。今後 PFでは，研究戦
略的観点からビームラインの運用効率を見直し，スクラッ
プ＆ビルド計画が実施されていきます。この点はユーザー
の関心が最も高いところであると思います。PF懇談会で
は，PFと PFユーザーとの間での十分な議論（懇談）が行
われるように調整を行っていきたいと考えています。出口
の見える研究だけを重視するのでなく，優れた基礎基盤的

PF 懇談会新会長挨拶
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施設だより

入射器の現状

                      電子・陽電子入射器
加速器第三研究系主幹　榎本收志

概況
1～ 3月の運転日程は以下の通りであった。

 1月   5日      入射器立上げ
 1月 13日      KEKB立上げ
 1月 16日      PF立上げ
 1月 18日      PF-AR立上げ
 2月 28日      KEKB運転停止
 3月 20日      PF運転停止
入射器は大きなトラブルなく順調に入射をつづけた。

2005 年度入射器運転統計
　2005年度入射器運転時間は年度末の KEKB工事などで
前年度より 130時間余り減少し約 7000時間となった。PF

は直線部増強工事（2/28～ 9/20）により入射期間が減少

2005年度入射器運転統計

故障時間の推移

研究の推進は，これまでの PFの大きな特徴であったと思
います。日本の PFという土壌からのみ出てくる新しい芽
を摘むことのないように，注意深くスクラップ＆ビルド計
画が進むように，議論の場を提供していくことが，PF懇
談会の大きな役目の一つだと思っています。
　このような困難な時期に PF懇談会の幹事になることを
お引き受け頂いた先生方は下記のとおりです。PF懇談会
長というお役目は，私には大変荷が重いと思っていました
が，考え得る限り最強のメンバーに幹事になっていただき，
大きな勇気を得ました。お一人も辞退されることなく，皆
様揃ってご快諾をいただきましたことを深く感謝致します。

平成 18, 19 年度 PF 懇談会幹事会メンバー
庶務幹事：澤　博（KEK/PF）
利用幹事：齋藤智彦（東理大理），百生敦（東大新領域）
　　　　　高橋　浩（群馬大工），稲田康宏（KEK/PF）
行事幹事：足立伸一（KEK/PF），組頭広志（東大工）
広報幹事：千田俊也（産総研）
会計幹事：原田健太郎（KEK/PF）
編集幹事：伏信進也（東大農）

　今後 5月 24日には，PF懇談会運営委員会で，この 2年
間の懇談会活動方針を大枠でご議論いただきます。その後，
PF執行部と十分に議論を重ねながら，幹事会で具体的な
アクションプランを練っていきます。PF懇談会には現在
21のユーザーグループが存在し，それぞれの活動を行っ
ています。具体的な議論はこれらのユーザーグループと幹
事会との間（ユーザーグループ代表者会議など）で行われ
ることになると思います。この激しい時代の潮流はチャン
スであると捉え，必要であると思われる新しいユーザーグ
ループは，積極的に加えていきたいと思います。場合によ
っては，ユーザーグループの再編成も考えていく必要があ
るかもしれません。2年間でどこまでのことができるか分
かりませんが，PFユーザーと PFにとって，少なくとも現
状よりは少しでもよい研究環境になるよう，努力していき
たいと考えておりますので，何卒，皆様のご助力をお願い
致します。


